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（注）資料は、当該年版のミリタリー・バランスなどによる（日本は、当該年度末実勢力）。�

資料５　わが国周辺の兵力推移の概要�

国防の基本方針
昭和32年５月20日　国防会議決定

閣 議 決 定

国防の目的は、直接及び間接の侵略を未然に防止し、万一侵略が

行われるときはこれを排除し、もって民主主義を基調とするわが国

の独立と平和を守ることにある。この目的を達成するための基本方

針を次のとおり定める。

a 国際連合の活動を支持し、国際間の協調をはかり、世界平和

の実現を期する。

s 民生を安定し、愛国心を高揚し、国家の安全を保障するに必

要な基盤を確立する。

d 国力国情に応じ自衛のため必要な限度において、効率的な防

衛力を漸進的に整備する。

f 外部からの侵略に対しては、将来国際連合が有効にこれを阻

止する機能を果し得るに至るまでは、米国との安全保障体制を

基調としてこれに対処する。

「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」
報告書（抄）

４類型に関する本懇談会の提言

①公海における米艦防護については、厳しさを増す現代の安全保障

環境の中で、我が国の国民の生命・財産を守るためには、日米同

盟の効果的機能が一層重要であり、日米が共同で活動している際

に米艦に危険が及んだ場合これを防護し得るようにすることは、

同盟国相互の信頼関係の維持・強化のために不可欠である。個別

的自衛権及び自己の防護や自衛隊法第95条に基づく武器等の防護

により反射的効果として米艦の防護が可能であるというこれまで

の憲法解釈及び現行法の規定では、自衛隊は極めて例外的な場合

にしか米艦を防護できず、また、対艦ミサイル攻撃の現実にも対

処することができない。よって、この場合には、集団的自衛権の

行使を認める必要がある。このような集団的自衛権の行使は、我

が国の安全保障と密接に関係する場合の限定的なものである。

②米国に向うかもしれない弾道ミサイルの迎撃については、従来の

自衛権概念や国内手続を前提としていては十分に実効的な対応が

できない。ミサイル防衛システムは、従来以上に日米間の緊密な

連携関係を前提として成り立っており、そこから我が国の防衛だ

けを切り取ることは、事実上不可能である。米国に向かう弾道ミ

サイルを我が国が撃ち落す能力を有するにもかかわらず撃ち落さ

ないことは、我が国の安全保障の基盤たる日米同盟を根幹から揺

るがすことになるので、絶対に避けなければならない。この問題

は、個別的自衛権や警察権によって対応するという従来の考え方

では解決し得ない。よって、この場合も集団的自衛権の行使によ

らざるを得ない。また、この場合の集団的自衛権の行使による弾

道ミサイル防衛は、基本的に公海上又はそれより我が国に近い方

で行われるので、積極的に外国の領域で武力を行使することとは

自ずから異なる。

③国際的な平和活動における武器使用について、国連PKO活動等の

ために派遣される自衛隊に認められているのは、自己の防護や武

器等の防護のためのみとされる。従来の憲法解釈及び現行法の規

定では、国連PKO活動等においても、自衛隊による武器使用は、

相手方が国又は国に準ずる組織である場合には、憲法で禁止され

た武力の行使に当たるおそれがあるので、認められないとされて

きたため、自衛隊は、同じ国連PKOに参加している他国の部隊や

要員へのいわゆる駆け付け警護及び国連のPKO任務に対する妨害

を排除するための武器使用を認める国際基準と異なる基準で参加

している。こうした現状は、常識に反し、国際社会の非難の対象

になり得る。国連PKO等の国際的な平和活動への参加は、憲法第

９条で禁止されないと整理すべきであり、自己防護に加えて、同

じ活動に参加している他国の部隊や要員への駆け付け警護及び任

務遂行のための武器使用を認めることとすべきである。ただし、

このことは、自衛隊の部隊が、戦闘行動を主たる任務としてこの

ような活動に参加することを意味するものではない。

④同じPKO活動等に参加している他国の活動に対する後方支援につ

いて、従来、「他国の武力行使と一体化」する場合には、これも憲

法第９条で禁止される武力の行使に当たるおそれがあるとされて

きた。しかし、後方支援がいかなる場合に他国による武力行使と

一体化するとみなすのか、「戦闘地域」「非戦闘地域」の区分は何
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か等、事態が刻々と変わる活動の現場において、「一体化」論はこ

れを適用することが極めて困難な概念である。集団安全保障への

参加が憲法上禁じられていないとの立場をとればこの問題も根本

的に解決するが、その段階に至る以前においても、補給、輸送、

医療等の本来武力行使ではあり得ない後方支援と支援の対象とな

る他国の武力行使との関係については、憲法上の評価を問うこれ

までの「一体化」論を止め、他国の活動を後方支援するか否か、

どの程度するかという問題は、政策的妥当性の問題として、対象

となる他国の活動が我が国の国民に受け容れられるものかどうか、

メリット・デメリットを総合的に検討して政策決定するようにす

べきである。

海賊行為の処罰及び海賊行為への対処に関する
法律の概要

１　法律の目的

我が国の経済社会及び国民生活における船舶航行の安全確保の

重要性並びに国連海洋法条約の趣旨にかんがみ、海賊行為の処罰

及び海賊行為への適切かつ効果的な対処のために必要な事項を定

め、海上における公共の安全と秩序の維持を図る。

２　海賊行為の定義

「海賊行為」……船舶（軍艦等を除く）に乗り組み又は乗船した者

が、私的目的で、公海（排他的経済水域を含む）

又は我が国領海等において行う次の行為。

a船舶強取・運航支配　s船舶内の財物強取等　d船舶内にある

者の略取　f人質強要　g a～fの目的での①船舶侵入・損壊、

②他の船舶への著しい接近等、③凶器準備航行

３　海賊行為に関する罪

海賊行為をした者は次に掲げる刑に処する。

a ２a～f：無期又は５年以上の懲役人を負傷させたときは無期

又は６年以上の懲役。人を死亡させたときは死刑又は無期懲役

s ２g①・②：５年以下の懲役

d ２g③：３年以下の懲役

４　海上保安庁による海賊行為への対処

a 海賊行為への対処は海上保安庁が必要な措置を実施する。

s 海上保安官等は警察官職務執行法第７条の規定により武器使

用するほか、現に行われている２g ②の制止に当たり、他の制

止の措置に従わず、なお２g ②の行為を継続しようとする場合

に、他に手段がないと信ずるに足りる相当な理由のあるときに

は、その事態に応じて合理的に必要と判断される限度において、

武器使用が可能。

５　自衛隊による海賊行為への対処

a 防衛大臣は、海賊行為に対処するため特別の必要がある場合

には、内閣総理大臣の承認を得て海賊対処行動を命ずることが

できる。承認を受けようとするときは対処要項を作成して内閣

総理大臣に提出（急を要するときは行動の概要を通知すれば足

りる）。

s 対処要項には、海賊対処行動の必要性、区域、部隊の規模、

期間、その他重要事項を記載。

d 内閣総理大臣は、承認をしたとき及び海賊対処行動が終了し

たときに国会報告を行う。

f 自衛官に海上保安庁法の所要の規定、武器使用に関する警察

官職務執行法第７条の規定及び４sを準用。

平成17年度以降に係る防衛計画の大綱について
平成16年12月10日　安全保障会議決定

閣 議 決 定

平成17年度以降に係る防衛計画の大綱について別紙のとおり定める。

これに伴い、平成７年11月28日付け閣議決定「平成８年度以降に

係る防衛計画の大綱について」は、平成16年度限りで廃止する。

（別紙）

平成17年度以降に係る防衛計画の大綱

Ⅰ　策定の趣旨

我が国を取り巻く新たな安全保障環境の下で、我が国の平和

と安全及び国際社会の平和と安定を確保するために、今後の我

が国の安全保障及び防衛力の在り方について、「弾道ミサイル防

衛システムの整備等について」（平成15年12月19日 安全保障会

議及び閣議決定）に基づき、ここに「平成17年度以降に係る防

衛計画の大綱」として、新たな指針を示す。

Ⅱ　我が国を取り巻く安全保障環境

１　今日の安全保障環境については、米国の９．11テロにみられ

るとおり、従来のような国家間における軍事的対立を中心とし

た問題のみならず、国際テロ組織などの非国家主体が重大な脅

威となっている。大量破壊兵器や弾道ミサイルの拡散の進展、国

際テロ組織等の活動を含む新たな脅威や平和と安全に影響を与

える多様な事態（以下「新たな脅威や多様な事態」という。）への対

応は、国家間の相互依存関係の一層の進展やグローバル化を背景

にして、今日の国際社会にとって差し迫った課題となっている。ま

た、守るべき国家や国民を持たない国際テロ組織などに対しては、

従来の抑止が有効に機能しにくいことに留意する必要がある。

一方、冷戦終結後10年以上が経過し、米ロ間において新たな

信頼関係が構築されるなど、主要国間の相互協力・依存関係が

一層進展している。こうした状況の下、安定した国際環境が各

国の利益に適うことから、国際社会において安全保障上の問題

に関する国際協調・協力が図られ、国連をはじめとする各種の

国際的枠組み等を通じた幅広い努力が行われている。

この中で、唯一の超大国である米国は、テロとの闘いや大量

破壊兵器の拡散防止等の課題に積極的に対処するなど、引き続

き、世界の平和と安定に大きな役割を果たしている。

また、国際社会における軍事力の役割は多様化しており、武

力紛争の抑止・対処に加え、紛争の予防から復興支援に至るま

で多様な場面で積極的に活用されている。

２　我が国の周辺においては、近年さらに、国家間の相互依存が

拡大・深化したことに伴い、二国間及び多国間の連携・協力関

係の充実・強化が図られている。

他方、冷戦終結後、極東ロシアの軍事力は量的に大幅に削減さ

れたが、この地域においては、依然として核戦力を含む大規模な軍

事力が存在するとともに、多数の国が軍事力の近代化に力を注いで

きた。また、朝鮮半島や台湾海峡を巡る問題など不透明・不確実

な要素が残されている。この中で、北朝鮮は大量破壊兵器や弾道

ミサイルの開発、配備、拡散等を行うとともに、大規模な特殊部隊を

保持している。北朝鮮のこのような軍事的な動きは、地域の安全保

障における重大な不安定要因であるとともに、国際的な拡散防止の

努力に対する深刻な課題となっている。また、この地域の安全保障

に大きな影響力を有する中国は、核・ミサイル戦力や海・空軍力の

近代化を推進するとともに、海洋における活動範囲の拡大などを図

っており、このような動向には今後も注目していく必要がある。

このような中で、日米安全保障体制を基調とする日米両国間

の緊密な協力関係は、我が国の安全及びアジア太平洋地域の平
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